
2023

1.28 ( ) 13 3 0

(

QR

Zoom
13 00 13 30

    

  

   E9

TEL 075 231-2337

https://us06web.zoom.us/j/821457
50001

2 0 2 2 1 0

https://us06web.zoom.us/j/821457


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    https: / / www. kyotoben. or. j p/ pages_kobetu. cf m?i d=10000273&s=i kensyo    

 

 

 

 

https://www.kyotoben.or.jp/pages_kobetu.cfm?id=10000273&s=ikensyo


京都弁護士会 まちづくり緊急シンポジウム 

規制緩和は市民を幸せにするか ～若者・子育て世代に住みやすいまちへ～ 

１３：３０ 開会挨拶 鈴木治一（京都弁護士会会長） 

１６：２５ 閉会挨拶 伏見康司（京都弁護士会 公害対策・環境保全委員会委員長） 

 ＊時間はあくまでも目安であり、進行により若干前後します。 

 ＊感染症対策のため、会場内ではマスクを着用し、会話はお控え下さい。 

      第１部 京都弁護士会からの報告 

１３：３５～ ①都市計画の見直し案の地域ごとの内容 玉村  匡 委員 

      ②京都弁護士会意見書の解説      佐藤 雄一郎委員 

      ③パブリックコメントの分析      松井  佑樹 委員 

    第２部 パネルディスカッション 

（コーディネーター：飯田昭委員、上里美登利委員） 

１４：１５～ パネリスト基調発言 

(パネリスト)宗田 好史さん（関西国際大学教授・京都府立大学名誉教授／都市計画） 

       北村 喜宣さん（上智大学法学部教授／行政法・環境法） 

       中林  浩さん（まちづくり市民会議共同代表・神戸松蔭女子学院大学元教授） 

ディスカッションその１ 「人口減少、若者子育て世代流出の防止など」 

１４：３５～ 発言者発言・パネリストコメント 

（発言者） 藤井 伸生さん（京都華頂大学名誉教授・京都保育団体連絡会会長） 

      小伊藤 亜希子さん（大阪公立大学生活科学研究科教授／住居学） 

蔭山 陽太さん（シアターE9 支配人） 

西村 孝平さん（株式会社八清取締役会長） 

【 １５：２５～１５：３０ 休憩 】 

ディスカッションその２ 「新景観政策、高さ規制など」 

１５：３０～ 発言者発言 

（発言者） 牛尾 洋也さん（龍谷大学法学部教授・京都市景観審査会会長） 

大屋  峻さん（植柳校跡地問題を考える会代表） 

谷口 親平さん（NPO 法人姉小路界隈を考える会事務局長） 

１５：５５～ 質疑・意見紹介、パネリスト発言 
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京都市
「みんなが暮らしやすい魅⼒と活⼒のある
まち」の実現に向けた都市計画の⾒直し案

に対する京都弁護⼠会意⾒書の論点
公害対策・環境保全委員会

委員 佐藤雄⼀郎

意⾒書で指摘した⾒直し案の問題点
 人口減少対策として、建築規制を緩和する

手法は効果がないこと
 子育て世代の住環境として、高層化は逆方

向であること
 調和のとれたまちなみの喪失は、むしろ人

口減少につながること
 市⺠の意⾒が適切に反映されていないこと

実体面の問題点
京都市の都市計画の⾒直し案では、５地域について、

 ① 高さ規制の緩和（⼀部地域での撤廃）
 ② 容積率緩和、建ぺい率の緩和
 ③ 住居系用途地区の商業系ないし工業系用途地区

への変更
が考えられています。

これを問題視しています。

実体面の問題点
新景観政策（２００７年９⽉施⾏）の趣旨

に反するのではないか
→ 新景観政策は、１９８０年代後半以降の地価高

騰を背景に、高さ・容積率⼀杯のマンション、ビルが
乱⽴したため、伝統的な京都の町並みが破壊されたこ
とに対し、景観と住環境保全を求めた住⺠・市⺠の運
動で高さ規制強化、景観コントロールを実現したもの。

⾒直し案は、この趣旨からの検討が必要です。
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実体面の問題点

 地域生活や景観に多大な影響を与える内
容であること

 → ５つの地域のそれぞれの変更内容を詳細に検討
する必要があります。

 → 特に、高さ、容積率などに大きな変更（緩和）
が盛り込まれている地域については、より厳格な検
討が必要です。

実体面の問題点
 若年層、子育て世代の流出への方策として、⾒

直し案は効果があるのかについて考える必要が
ある

 → 既に京都市は２０１５年と２０１９年に「人口減少に⻭
止めをかける」ために大幅な規制緩和を２回実施している

 しかし、規制緩和実施地区では、建ぺい率、容積率、高さ
がそもそも使い切られていない

実体面の問題点
環境、景観、暮らしやすさ、雇用といった人のニーズ

に応じた政策こそが必要なのではないか
 ① 人口減少は郊外で顕著
 地価高騰は四大路内で、郊外はそれほどではなく、

地価高騰対策を理由に郊外の規制を緩和する根拠なし
 ② ソフト対策のほうが大事
 若年・子育て世代には、保育所等の充実や、保育料

等の減免などの施策が求められており、高層マンショ
ンより、家賃の安い中低層住宅こそ必要

実体面の問題点
 都市の独自性を失い、他都市との差別化が難
しくなる

 → 京都のブランド⼒は、⻑年の景観、都市環境の維持
による高さ規制・景観規制の賜物であるため、タワーマ
ンション、高層ビルの乱⽴により、他都市と似たり寄っ
たりの街となれば、もはや「京都」という都市の魅⼒は
失われる
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手続面の問題点
新景観政策の策定過程との比較をすると、拙速に過ぎる
【新景観政策】

関係各分野の審議会での⻑期間の検討→３回のシンポジ
ウム→中間とりまとめでの意⾒募集→最終答申→パブコメ→
市議会での審議・議決
【本都市計画⾒直し】

６名の有識者委員での⾮公開審議→パブコメ（１ヶ⽉）

手続保障の提案
 ① 都市計画、建築、法律、福祉、教育等の各分野の

専⾨家、まちづくり運動に取り組む市⺠・住⺠で構成
される審議会を設置した上で、答申を求める

 ② これまでの規制緩和政策の検証結果を、市⺠・住
⺠に適切に説明し、ボトムアップ型住⺠参加手続実施

 ③ 上記答申と住⺠意⾒を踏まえた複数案を提示の上、
初期段階からパブコメを３ヶ⽉以上の提出期限を確保
して実施

 ④ 議会での十分な審議

補⾜（ボトムアップ型住⺠参加って︖）

住⺠市⺠へのア
ンケート調査

ワークショップ
開催

地域毎の懇談会
の開催

子どもへの意⾒
聴取

各団体へのヒア
リング

複数案の提示と
パブコメ

公聴会開催
素案縦覧と質疑、

意⾒表明
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都市計画見直し案に対する
パブリックコメント報告

〜寄せられた意⾒の分析を通して〜

京都弁護士会 公害対策・環境保全委員会

1

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯

２ パブリックコメント募集及びその概要

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析

５ さいごに

報告内容報告内容

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯 2

有識者で構成された「京都市 駅周辺等にふさわしい都市機能
検討委員会」からの答申が京都市に提出される。

２０２２年９⽉６⽇２０２２年９⽉６⽇

２０２１年１２⽉〜２０２２年８⽉まで全６回
開催された委員会にて答申内容の検討が実施される。

京都市webサイト上には検討委員会で用いられた
資料の⼀部が公開されているが、パブリックコメントの
募集期間中においては会議の内容に関する議事録は
公開されていなかった。

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯 3

⼀部のテレビ・新聞報道などで今回の⾒直し案に関する概要が
報道される。具体的なエリアや緩和の内容などは明らかにされず。

２０２２年９⽉中旬〜下旬頃２０２２年９⽉中旬〜下旬頃

２０２２年９⽉２７⽇２０２２年９⽉２７⽇

今回の⾒直し案に関して、京都市がパブリックコメントを募集することを公表。

⾒直し案の詳細が記載された市⺠意⾒募集冊⼦は、
この時点では⼀般市⺠向けには公表されず。
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4

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯

２ パブリックコメント募集及びその概要

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析

５ さいごに

報告内容報告内容

２ パブリックコメント募集及びその概要 5

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

周知方法

募集開始⽇（１０⽉１７⽇）より掲載①ホームページ掲載

②市⺠しんぶん全市版
（令和４年１１⽉１
⽇号）との同時配送に
よる各⼾回覧

いわゆる回覧板による周知。
（１）町内会に入っていない（入れ
ていない）住⺠への周知。
（２）意⾒募集冊⼦の各⼾配布
ではなく各⼾回覧。

２ パブリックコメント募集及びその概要 6

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

周知方法

③市⺠意⾒募集冊⼦の配布

・都市計画課窓口
・市役所案内所
・情報公開コーナー
・各区役所・支所
・（公財）京都市景観・まちづくりセンター
・各市⽴図書館 等

２ パブリックコメント募集及びその概要 7

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

周知方法

その他、京都市が⾏うSNS（LINE公式アカウント、
Twitterなど）による周知など（後述する説明会
において京都市職員より発言）

「【公式】京都市情報館@kyotocitykoho」
（Twitterアカウント）では、１０⽉２５⽇に
１度ツイート（情報発信）されている。
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２ パブリックコメント募集及びその概要 8

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

説明会

京都市職員による今回の⾒直し案に関する説明会

１１⽉７⽇ 京都市⽴久世⻄⼩学校（南区）
１１⽉８⽇ 京都市⽴⻄京極⼩学校（右京区）
１１⽉９⽇ 下京区役所（下京区）
１１⽉１０⽇ 京都市⽴⼭階⼩学校（⼭科区）
１１⽉１１⽇ 伏⾒区役所（伏⾒区）

２ パブリックコメント募集及びその概要 9

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

説明会

京都市職員による今回の⾒直し案に関する説明会

１１⽉１０⽇ 京都市⽴⼭階⼩学校（⼭科区）

・参加者は約２４名。
・職員による意⾒募集冊⼦を用いた説明（２０分程度）
・参加者からは「⼭科区には１３万人が住んでいる。この説明会
で市⺠からの理解は得られたのか」「今⽇来れなかった人にはどう
やって説明をするのか」などの質問が出されていた。

２ パブリックコメント募集及びその概要 10

パブリックコメント募集開始（３０⽇間）２０２２年１０⽉１７⽇２０２２年１０⽉１７⽇

説明会

京都市職員による出前パブリックコメント

１１⽉７⽇〜１５⽇ 各区役所で実施（９︓３０〜１５︓３０）。

・平⽇の９時〜１５時の実施。
・厳密には、各区役所は午前または午後の２時間枠。

２ パブリックコメント募集及びその概要 11

パブリックコメント募集終了（３０⽇間）２０２２年１１⽉１６⽇２０２２年１１⽉１６⽇

募集期間（３０⽇）について

京都市市⺠参加推進条例

第９条 １（略）
2 市⻑等は，市政に関する基本的な計画の策定⼜は改廃，重要な制度
の創設⼜は改廃その他の⾏為で別に定めるものを⾏うときは，パブリック・コ
メント手続(政策等について，その目的，内容その他の事項を公表し，広く
市⺠の意⾒を募集し，当該意⾒に対する本市の⾒解を公表し，当該意
⾒を勘案して意思決定を⾏う⼿続をいう。以下同じ。)を⾏わなければならな
い。
3 パブリック・コメント⼿続の実施に関し必要な事項は，別に定める。
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２ パブリックコメント募集及びその概要 12

パブリックコメント募集終了（３０⽇間）２０２２年１１⽉１６⽇２０２２年１１⽉１６⽇

募集期間（３０⽇）について

京都市市⺠参加推進条例施⾏規則

第６条 政策等に対する市⺠からの意⾒の募集は，前条の規定による公表の
日から起算して30日間を標準として市⻑等が定める期間，⾏うものとする。

（※参考）大阪市 パブリック・コメント⼿続に関する指針（解釈と運用）

意⾒等の提出期間は1か⽉程度を目安として、実施機関が定めるものとする。ただし、
計画等の案の内容に照らし、極端に短い期間を設定することのないよう留意するも
のとする。

13

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯

２ パブリックコメント募集及びその概要

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析

５ さいごに

報告内容報告内容

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表 14

２０２２年１１⽉下旬２０２２年１１⽉下旬

「寄せられた意⾒の約７割が肯定的」

⼀部のテレビ・新聞報道にて、今回の⾒直し案に関するパブリック
コメントの集計結果に関する京都市側のコメントが出される。

京都市⻑「もちろん景観政策は大事。必要な⾒直しは
やっていこうと、こういう市⺠の皆さんの反応だと思う」

https://www.asahi.co.jp/webnews/pages/abc_17301.html など

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表 15

２０２２年１２⽉２２⽇２０２２年１２⽉２２⽇

京都市webサイト上で今回の⾒直し案に関するパブリックコメント
の集計結果が公表される。

意⾒募集結果

意⾒書数︓８６９通 意⾒数︓２，４４５件

※概ね７割の方が賛同
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16

https://www.city.kyoto.lg.jp/templates/pubcomment/tokei/0000303406.html より

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表 ３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表 17

２０２２年１２⽉２３⽇２０２２年１２⽉２３⽇

京都新聞朝刊に、京都市が公表したパブリック
コメントの詳細についての記事が掲載される。

京都市において寄せられた意⾒を
「賛成」「反対」「賛否で区別できない」の三つに分類。

「賛成︓４３６通」
「反対︓２２１通」
「賛否で区別できない︓２１２通」

賛否が区別できない意⾒書数を
除いた賛否の割合が約７割。

https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/944824 より

18

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯

２ パブリックコメント募集及びその概要

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析

５ さいごに

報告内容報告内容

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 19

①⾒直し案に関する意⾒募集冊⼦の内容について①⾒直し案に関する意⾒募集冊⼦の内容について

（１）記載内容がよく分からない。専⾨用語だらけだし。ある程度、知識のあ
る方じゃないと適切に意⾒できないパブコメになっている。

（２）どういった活用例が望ましいと京都市が考えているのかを明確に⽰すこ
とで、多くの方が共通のエリアイメージを持ち、同じ方向を向いてまちづくりに取り
組んでいただけるのではと思う。何ができて何ができないのか、他エリアでもわか
るような明⽰を是非お願いしたい。

（３）計画変更後にはあなたの住んでいる場所の空の⾒え方がこう変わりま
す、というシミュレーション映像を市⺠に提⽰して、もっと議論を活性化すべきと
考えます。
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４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 20

①⾒直し案に関する意⾒募集冊⼦の内容について①⾒直し案に関する意⾒募集冊⼦の内容について

（４）今回の規制緩和がなぜ⾏われたのか、答申とマスタープランの結果、と
いわれても理解できません。この資料で説明されていますが、さらに詳しい説明
を何らかの機会で、HPでもいいのでされたほうがよいのではないか、と思いまし
た。いずれにしても、京都市がこの規制緩和で人と企業が集まって、みんなが
⽴ち寄れるお店が並んでくれることを願っております。

（５）検討委員会で議論した答申に基づく⾒直しだとありますが、この答申
に市⺠の意⾒を反映する機会は設けられたのでしょうか。本意⾒募集は個別
の都市計画制限の⾒直しについてしか記載欄がなく、⾒直し全体についての
意⾒をどこに書いてよいのか分かりません。個別の⾒直し案について市⺠に意
⾒を聴く前に、全体の考え方について市⺠に意⾒を聴く必要があると思います。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 21

②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について

（１）意⾒募集について、もっと周知すべきではないか︖知らない人が多いの
では︖回覧板はすぐに次に回す必要もあるし、インターネットが使えない人もい
る。お⾦がかかるが、各⼾にビラがあればと思う。

（２）回覧ではぱっと⾒て⼭科に関することが書いてあることがよくわからない
状態であった。パブコメ期間の最後に説明会では意⾒が言えない。

（３）周知が不⼗分。全⼾配布をするべきだった。⾃分は回覧をたまたま⾒
たが、誰も変更について知らなかった。こっそりやろうとしているのか。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 22

②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について

（４）町内の回覧でこのような分厚い資料を⾒せ、アンケートを取るのは無理
があるし、計画を進める「アリバイ」のように感じられます。

（５）町内会の回覧板で⾒ました。次の方にまわさなければならず冊⼦を皆
にいただけず、⼜内容もさっと⾒たのでは理解できません。ていねいな説明が必
要です。

（６）他「案」の周知についても、大問題です。６０数％と思われる⾃治会
加入者宅に回覧で回し意⾒募集など、やり方が不親切だと思いました。京都
HPに掲載しておりますと知らせておりますが、みんなの目に止まりにくいとも思い
ました。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 23

②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について

（７）他の問題点として、なぜ、住⺠への対応について急いでいるのか︖と
いうことです。担当者によれば、「この計画の正式決定は令和７年までに」、
とのこと。説明会の開始が１１⽉７⽇からです。伏⾒での説明会は１１⽇
です。各⼾に回覧が回ってきたのは１週間前です。パブリックコメントの締切は
本⽇１６⽇です。回覧板での「お知らせ」がなされてからほんのわずかの期間
しかありません。伏⾒区役所で⾏われた１１⽇の説明会には２０名ほどし
か参加者がありませんでした。これで「市⺠に説明を果たした、市⺠の意⾒を
聞いた」と言えるのでしょうか。
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４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 24

②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について

（８）パブリックコメントのありようについて、常々疑問に思っています。
この提案を作り上げるのに都市計画課と委員会で１年以上かけていますが、
その間市⺠の意⾒は全く聞かれません。もっと市⺠の意⾒を聞き、議論し、
反映させる仕組みがなければいけないと思います。そしてほぼ完成しました、と
いう状態で、⽴派な冊⼦が作られて、パブリックコメントが１ヶ⽉間限定で求
められますが、本気でその意⾒を反映させる仕組みがあるように⾒えません。
また１年かけて、さらに計画を練り上げていく、それぐらいの構えがなければ市
⺠参加のまちづくりとはとても言えないと思います。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 25

②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について②⾒直し案の周知や意⾒募集の方法について

（９）この件についての意⾒募集があるのを知ったのはごく最近のことです。１
１⽉１４⽇の夜に放送されたNHKの番組を⾒るまでは、あまり⾃分に関わり
があることとは受けとめていませんでしたが、番組を⾒て腹が⽴って黙っていられ
なくなりました。

（１０）パブコメ期間３０⽇は少ない。大きな変更であるので、３ヶ⽉〜半
年は欲しい。しっかり周知期間が必要。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 26

③多⾓的・複合的な意⾒について③多⾓的・複合的な意⾒について

（１）また、都市計画上の規制緩和だけでなく道路・鉄道・バスなどの交通イ
ンフラの整備といった（人・企業を呼び込むための）まちづくりの観点が重要。

（２）（容積緩和に肯定的な意⾒に続けて）また、住宅特区のようなもの
がなければ、容積緩和で地価が上がるだけになってしまうのではないでしょうか。

（３）景観を守る観点には賛成だが、市内⼀律の規制は大きな誤りだと思う。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 27

③多⾓的・複合的な意⾒について③多⾓的・複合的な意⾒について

（４）（規制緩和に反対の意⾒に続けて）住宅特区は、⼦育て世代の住
⺠税減税や⼿当の充当、学区規制の撤廃など様々の政策を取ることができ
ます。ぜひとも、京都市の未来を明るくするような都市計画の⾒直しとともに、
政策を展開していただきたいです。
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４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 28

寄せられた意⾒の分析寄せられた意⾒の分析

①⾒直し案に関する説明や紹介が不⼗分であると指摘する意⾒

市⺠が⼗分な意⾒を出すことの出来る
基礎が醸成されていると言えるのか。

新景観政策からの転換である⾒直し案に
よって、市⺠の暮らしがどのように変化するの
かにつき、検証可能な根拠（エビデンス）の
提⽰がなされていると言えるのか。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 29

寄せられた意⾒の分析寄せられた意⾒の分析

②⾒直し案に関する周知・意⾒募集の方法が不⼗分であると指摘する意⾒

⾒直し案につき、どれだけの市⺠がその内容
にアクセスすることが出来たと言えるのか。

情報にアクセスすることが出来なかった市⺠
の意⾒や声、思いをどのようにして都市計
画に反映するのか。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 30

寄せられた意⾒の分析寄せられた意⾒の分析

③京都市のいう「賛否の区別ができない意⾒」について（①、②も含む）

そもそも賛否の数を問うことがパブリックコメン
トの意義と言えるのか。

むしろ「賛否の区別ができない意⾒」が出される
ことの意味を正面から真摯に受け止める必要が
あるのではないか。

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析 31

寄せられた意⾒の分析寄せられた意⾒の分析

「概ね７割の方が賛同」という言葉のみが
報道され、それを京都市が標榜することは、
問題の本質を⾒誤らせることにならないか。

これまで取り上げた意⾒は京都市が公表した結果には表れていない。
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32

１ ⾒直し案の公表、パブリックコメント募集までの経緯

２ パブリックコメント募集及びその概要

３ 京都市によるパブリックコメント集計結果の公表

４ 寄せられた意⾒の紹介・分析

５ さいごに

報告内容報告内容

５ さいごに 33

本⽇のシンポジウム本⽇のシンポジウム

今から、まちづくりに様々な形で携わってこられた
方々の意⾒や思いを聞いていただきます。

本シンポジウムを通して、今回の⾒直し案が、
まちづくりにどのような影響をもたらすのか、
京都で暮らす、これから暮らしていく
人々の生活を豊かにするのか、
を考える⼀助となることを期待しております。
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発言要旨
北村喜宣（上智大学法学部教授 行政法・環境法）

1 都市計画づくりにおいてなぜ手続が重要なのか？（その1）

• 都市計画は、持続可能なまちを将来世代に継承するためのシナリオ
• 次世代だけではなく、次々世代までを⾒据えた賢明さが必要
• 決定は、将来世代からの信託を受けた現在世代として「市」が行う

• わたしたちは、今の状態に満足しているか？

• 何が「よい都市計画」なのかに正解はないし、法的判断にはなじまない

2

【国立市大学通りマンション事件最高裁判決（平成18年3月30日）】
「景観利益は、これが侵害された場合に被侵害者の生活妨害や健康被害を生じさせるという性
質のものではないこと、景観の保護は、一方においては当該地域における土地・建物の財産権
に制限を加えることとなり、その範囲・内容等をめぐって周辺の住⺠相互間や財産権者との間
で意⾒の対立が生ずることも予想されるのであるから、景観利益の保護とこれに伴う財産権等
の規制は、第一次的には、⺠主的⼿続により定められた行政法規や当該地域の条例等によって
なされることが予定されている。

都市計画づくりにおいてなぜ手続が重要なのか？（その2）

• 住⺠ vs.行政
• 都市計画の決定を違法と考える人がその差止めや取消しを求めようとしても、具体的な権利義務規制が個別に

発生しないとして、訴訟の対象とはされない（処分性がない）
• せめて、違法な都市計画にもとづく権利制約を受けない地位にあることを確認してもらおうとしても、何の問

題も個別具体的に発生していないとして、内容を審理してもらえない（確認の利益がない）
• 住⺠ vs.事業者

• 改訂された都市計画を踏まえて建築がされるとしても、それが違法として差止めが認められることはまずない
（受忍限度を超えていない）

• 最高裁が「⺠主的⼿続」を強調した背景には、訴訟では解決できないという認識がある
• そうであるからこそ、決定権を信託されている市には、「プロセスの重要性」を認識し、結論を正統化

できる⼿続を講ずる義務がある
• それがあってはじめて、社会的拘束力を持つ「環境公益」が合意できる

3

京都市の自治力が試されている

規制緩和がストックに関するものである場合
• 規制改⾰には実験的側⾯があるが、⺠泊のような「フローに関する緩和」と異なり、都市

のような「ストックに関する緩和」については、結果の是正が容易にはできない
• 希望的観測にもとづくナイーブな予測ではなく、慎重なシミュレーション結果を提示する

義務が推進側にはある（PCではそれがされたようには⾒えない）
• 目的があっての改訂であるから、都市計画の代替案（CGで示す）はもちろん、本命案の

未来予測がはずれた場合の社会的対応もあわせて提示すべき（PCではそれがされたよう
には⾒えない）

• 2015年と2019年の都市計画⾒直しの際の未来予測と現在の状況から、提案者は何を学んで
いるのか？

• 人口増はあったのか？ 緩和が不十分だからなかったのか？
• 近隣都市と人口の奪い合いをしているだけ？

4
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2007年の大胆なパラダイム転換との接合性・整合性

• 大きく振れた振り子をそのままに維持して、その枠組みのもとでの具体的なまちづくりを
するのが都市計画行政の責務

• 現在は、転換したパラダイムを、社会の意識に定着させ、それを具体化するという「息の
⻑いプロセス」の途上にあるはず

• 種々の圧力を受けて、（とりわけ財政的に）「我慢ができなくなった」か？
• 「この政策〔新景観政策〕は， 多くの市⺠や関係団体の皆様からの御意⾒を頂き、市会

での熱い議論の末に実現したもの」『新景観政策 10年とこれから』
• 市⺠は、新景観計画との接合性・整合性をどのようにみているのか？
• 今回の「⾒直し」は、具体的実施なのかパラダイムの再転換なのか？

5

新景観政策は、京都市に
とっての「景観維新」

今回も、これが
求められている

2022年パブコメの扱いをめぐる報道の「おやっ？」

• 京都新聞によれば、「寄せられた計869通のうち、市は若者世代の流出への危機感などか
ら賛成の意⾒が過半数を超えたとしている。」「⾨川大作市⻑は11月の記者会⾒で「お
おむね7割が肯定的な意⾒」と述べていた」

• PCは賛否を問う⼿段ではなく、原案をよりよくするための情報収集のための中立的⼿段
• 法人が従業員などを動員しての意⾒書提出は容易にできる
• 反対派がそのようにして「多数意⾒」を構成すればどういっただろうか？

• 「賛否を問うためのものではない」「必ずしも⺠意を反映していない」

• 賛否を問いたいなら、参加者が限定できる住⺠投票がある

6
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子どもと遊び・求められる住環境

小伊藤亜希子
（大阪公立大学）

緊急シンポ 2023.1.27
京都市の新たな規制緩和の問題点を考える
〜人口流出や若者・子育て世代の流出を防

ぎ、持続可能なまちづくりのために〜

“子どもの移動自由性”
1 6 カ 国 の ⽐ 較 調 査 か ら ( 7 〜 1 5才 ）

Children’s Independent Mobility: an international comparison and recommendations for action,
Ben Shaw • Martha Bicket • Bridget Elliott • Ben Fagan-Watson • Elisabetta Mocca, with Mayer 
Hillman , published by Policy Studies Institute in July 2015

日本はトップ
グループの１つ

親が子どもの遊び行動を制限
（ 大 阪 市 、 小 ２ 、 2 0 0 8 年 調 査 ）

小学校区内 20.6%
決まった公園だけ 24.3%
家の前の道だけ 10/3%
団地やマンションの敷地内だけ 6.5%

徒歩３分以内 22.9%
５分以内 65.7%
10分以内 88.6%

どこにいるか把握できないと不安
→ 親の目の届く範囲に限定

55.6 66.7 55.6 55.6 77.8 81.5

63 48 46 52 73 79

58.9 44.9 43.9 48.6 68.2 73.8

上段：度数（人）、下段：比率

総計
Ｋ=107

一人で遊び
に出ない

子どもだけで
行って良い範囲
を決めている

子どもだけで
行ってはいけな
いところを決め

ている

道草をしない
行き先を必ず親
に伝えてから行

く

誰と遊ぶかを
必ず親に伝え

てから行く

％ ％ ％ ％ ％ ％

しかし、日本でも子どもが自由に外で遊べる環境は急速に失われつつある

吹 ⽥ 市 ( １ 〜 ６ 年 生 ） 調 査 2 01 1

ａ 家の庭 

ｂ 自分の集合住宅の中の広場  

ｃ 友達の集合住宅の中の広場  

ｄ 自分の家の前の道 

ｅ 友達の家の前の道 

ｆ 自分の集合住宅の隣にある公園 

ｇ 家から近くの公園（歩いて５分以内）  

ｈ 家から少し遠い公園（歩いて 5 分から 10 分以内） 

ｉ 家からかなり遠い公園（歩いて 10 分以上）  
ｊ その他   
ｋ あまり外では遊ばない 

 

集
合
住
宅
内

8%

27%

15%
15%

11%

16%

33%

16%

6%

24%
28%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

a b c d e f g h i j k

N=1213
10
分
以
内

５
分
以
内

10
分
以
上

子どもたちの遊ぶ範囲は、徒歩10分以内

放課後によく遊びに行く場所
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高層住宅居住が幼児の外遊びを阻害することは、
国内外の多くの調査研究で指摘されてきた

⺟親が幼児が一人で
屋外遊びにに出るこ

とを禁止

遊んでいる姿が
⾒えないから･･･

エレベーターのボタン
に⼿が届かない etc.

湯川利和：オスカーニューマンの「守りやすい住空間」の理論を日本に紹介

親がつきそえる時しか
遊びにいけない

プルイットアイゴーの爆破 (1972)

匿名性の高い空間、犯罪多発、空き家
が増加

湯 川利 和 著 『守 り や す い集 合 住 宅 』（ 2 0 01 ） よ り

アメリカ

近代建築運動の影響で、戦後、
家族向けの高層公営住宅が次々建設

子育て家族向け公営住宅は
中低層かタウンハウスに！
市が方針転換

1956 プルーイットアイゴウ団地完成
AIA（米高建築家教会）の建築賞を受賞
（11階建て2764戸）

アメリカ

イギリス・公営住宅の変遷

イギリスの公営住宅

戦後、高層住宅ラッシュだったが、
1975年にはゼロに

1985 年 アリス・コールマン（地理学者）
『ユートピアへの 審判-計画住宅地のビジョンと現実』
(Utopia on Trial: Vision and Reality in Planned 
Housing)

ロンドンの公営住宅を調査
高層住棟、大規模住棟、連続住棟になるほど、団地の荒

廃が著しい・・犯罪、ヴァンダリズム

高層住宅 が人間居住にふさわしくないという考え
方が定着し、1980年代なかば以降、団地再生で
は、高層団地を解体し中低層へ建て替えが進んだ

＜参考＞
佐藤 健正：英国住宅物語
市浦ハウジング・プラニング叢書 (2015)

1960年代の高層住宅批判（社会学者を中心に）
・規模そのものに対する心理的反作用(無力感や孤立感)
・犯罪やヴァンダリズムの温床となる
・幼児の屋外遊びを阻害する

⇩
1968 ローナンポイント(24階建て）のガス爆発事故
を契機に方向転換、高層住宅建設を停止

⇒ 幼児のいる家族は中低層団地に住み替え

イギリス

カナダ・バンクーバー市都市計画局発行『高密度な家族向け集合住宅』
集合住宅のデザインガイドライン 1978年発行

出典： 『居心地のよい集合住宅』鹿島出版会､1988
バンクーバー市都市計画局編，湯川利和、遠藤安弘共訳

団地は、その周辺のコミュニティと似たスケールと似た
様式と建築的処理にするべきである。

カナダ
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親が子どもたちのプレイエリアを簡単に⾒れ、簡単に行けるようにするべきである。
重い子どもの玩具を住⼾から持ち出したり、持ち帰ることに注意を払うべきである。

幼児のいる家族は非設置型住宅なら３階までに住まわせるべきである。

“子育て世帯には低層住宅が適していることは、世界の常識”

カナダ

中村攻氏の調査：子どもがこわい目にあった場所

住⼾からの目が
とどかない場所

集合住宅の北側の公園 集合住宅の妻側の公園

大規模高層住宅では、窓があって
も豆粒のよう。

目隠しをつけて視線をガードして
いることも。

出典︓中村攻著
『子どもはどこで犯罪にあっているか?

犯罪空間の実情・要因・対策 』晶文社(2000)

高層集合住宅の１階は、犯罪多発の危険空間

駐輪場、機械室、ゴミ集積場
大規模の高層集合住宅では、管理責任があいまいになりがちで、落書きやゴミ

が散乱することも。
→建物の１階部分は、戸外で遊ぶ子どもたちが暖かく見守られる、大切な空間で
あることを認識すべき。

規模が大きく匿名性の高い高層住宅は、子どもを見守る空間になりにくい

出典︓中村攻著
『子どもはどこで犯罪にあっているか』

子どもが自由に遊び回れる環境には地域差がある

親の行動制限が強いA小学校
制限が緩いB小学校

一人で遊び
に出ない

子どもだけで
行って良い範囲
を決めている

子どもだけで
行ってはいけな
いところを決め

ている

道草をしない
行き先を必ず親
に伝えてから行

く

誰と遊ぶかを
必ず親に伝え

てから行く

15 6 10 7 14 14

79.0 31.6 52.6 36.8 73.7 73.7

15 12 13 20 21 25

44.1 35.3 38.2 58.8 61.8 73.5

13 8 3 8 10 12

72.2 44.4 16.7 44.4 55.6 66.7

15 18 15 15 21 22

55.6 66.7 55.6 55.6 77.8 81.5

63 48 46 52 73 79

58.9 44.9 43.9 48.6 68.2 73.8

上段：度数（人）、下段：比率

総計
Ｋ=107

Ａ小学校
Ｋ=19

Ｂ小学校
Ｋ=34

Ｄ小学校
Ｋ=18

Ｅ小学校
Ｋ=27

学区別、親による、子どもの遊び行動制限
（大阪市調査：2011）

まちレベルから・・
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必ず送り迎え
「親の都合が付
かないときは祖
⽗⺟に依頼」

送り迎えは3割
一人で帰る子も3割

だれと下校していますか？

子どもが自由に遊べる環境の地域差とは？

学区の規模大（68.3ha）、幹線道路や鉄道が校区を分断
超高層オフィスやマンション、ホテルが建つ地域。

「外で遊ぶなら安全な学校内のいきいきで･･となっている」（校⻑先生談）
低学年はほぼ全員が毎日利用

親による行動規制が強いA小学校区

親による行動規制が少ないB小学校区：
学区が小さい（29.0ha）、JR環状線のやや外側、

戦前⻑屋、個人経営の商店や⼯場なども点在する下町風の低層高密住宅地

お⺟さん：「どこでだれと遊ぶかは⾔って出かけますが、自転⾞ででかけ、あとは自由に
遊びまわっています」
「⾨限5時だけどよく遅れる。探しに出ると「あんたとこの子、あっちで⾒たよ」と
近所の人が教えてくれたりする。

学校統廃合と子どもの遊び
2013年調査

約３km = 徒歩90分

→ 定期券支給でバス通学
観光客など一般客も利用

東山区 開睛館 小中一貫校
7元小学校・２中学校を統合して
2011年 開校

大規模な学校統廃合が子どもの遊びに与える影響
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元学区別、友だちの家に行く⼿段

25.0 

16.7 

31.7 

22.2 

36.4 

25.5 

38.5 

28.6 

36.4 

31.3 

33.3 

26.8 

33.3 

45.5 

50.9 

48.1 

64.3 

47.7 

9.4 

26.8 

27.8 

4.5 

1.8 

5.8 

2.4 

3.1 

16.7 

2.4 

16.7 

7.3 

1.9 

12.5 

5.5 

1.9 

6.8 

12.5 

16.7 

9.8 

13.6 

9.1 

4.8 

6.8 

6.3 

16.7 

2.4 

3.8 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

分からない

(n=32)

その他(n=6)

粟田(n=41)

有済(n=18)

貞教(n=22)

修道(n=55)

清水(n=52)

新道(n=42)

六原(n=44)

歩いて(n=96) 自転車(n=140)
バスに乗って(n=25) 親に送ってもらう(n=11)
その他(n=11) 友だちの家あまり行かない(n=22)
不明(n=7)

合計
(n=312)

遠い

近い

開
睛
館
か
ら
の
距
離

保護者HRG・アンケートより
「バスで遊びに来る子もいるが、親同士が気をつかうので、できれば近所の子と遊んでほしい」
「遠い子とは、親が送り届けられる日にしか遊ばないように言い聞かせている」
子どもアンケートより
遊びたくても家が遠くていっしょに遊べない友だちはいるか → いる 3/4

学校から遠い学区
の子は、バスや親
の送り迎えが多い

学校統廃合後に、放課後に外で遊ぶ頻度が大幅減

30.9%

20.0%
21.4%

24.1%

3.6%

だいたい毎日(n=68)

週に3～4日(n=44)

週に1～2日(n=47)

ほとんど外では遊ば

ない(n=53)

不明(n=8)

合計(n=220)

11.9%

9.9%

28.5%

45.8%

3.8%

だいたい毎日(n=37)

週に3～4日(n=31)

週に1～2日(n=89)

ほとんど外では遊ば

ない(n=143)

不明(n=12)

合計(n=312)

統合後統合前

2013年調査：対象3〜6年生、有効回収数312、回収率72.6％

よく遊ぶ遊び場までにかかる時間（徒歩で）
10分以内：84.1％

（6年生でも60.5％）
⇩

学区が広くなっても、日常的に遊ぶ範囲は元学区の範囲に留まっている

• 子どもが自由に遊べるまちは、地域の暖かい見守りの目があるヒュー
マンスケールのまち。

• 大規模になりがちな高層住宅は、単体としても、それらが林立するま
ちとしても、子どもが安心して遊べる環境に馴染まない。

• 子育て世帯に安心して住んでもらうためには、子どもが歩いて学校に
行けるコンパクトなまちの単位を大切にしたまちづくりの方が大切

• まちなかには空き家がたくさん！

郊外に新たに高層住宅を建てるよりも、空き家や既存住宅ストックを
活用する方向を重視すべき。

＊借り上げ公営住宅、子育て世帯への家賃補助など
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2019年6月に
開館した
⺠間⼩劇場

THEATRE E9 KYOTO
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ジェントリフィケーション
京都駅東南部エリアの現状と未来
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京都駅東南部エリアとは？ 京都駅東南部エリアとは？

THEATRE 
E9 KYOTO

『東九条』とは？

2017年4月、京都市が「京都駅東南部エ
リア活性化方針」まちづくりに「文化
芸術」という新しい視点を取り入れ
「若者」を中心とした人の流れを生み
出し、エリアの人口減少や高齢化に⻭
止めをかけ、京都駅周辺と京都全体の
活性化につなげようとするもの

そして、京都市内で近年最大規模の
ジェントリフィケーションが始まる⁉

2019年 THATRE E9 KYOTO 設立

2023年 京都市立芸術大学、

京都市立銅駝美術⼯芸高校 全⾯移転

2021年

「第一種住居地域」から

「近隣所業地域」に用途変
更
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南岩本公園再整備事業
『PARK E9 KYOTO』
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公園利用者自らが自ら創造し、
表現できる舞台ような公演

施設と広場が交り合う
シームレスに集う縁側空間

利用者と運営者との会話が聞こえてくる、
生命力のあふれる風景
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高さ規制とまちづくり

ー京都弁護士会主催シンポジウムー
京都市の新たな規制緩和計画の問題点を考える

２０２３年１月２８日

龍谷大学 牛尾 洋也

１ 初めに

２ 京都市高度地区の特例許可制度とその運用
（１）新景観政策と特例許可制度の導入趣旨
（２）運用
（３）まちづくりの推進
（４）検討

３ 今回の京都市都市計画の見直し案について
（１）概要 省略
（２）令和３年９月「京都市都市計画マスタープラン」
（３）都市計画見直し案のポイント
（４）コメント

＜内 容＞

２ 京都市高度地区の特例許可制度とその運用
（１） 新景観政策と特例許可制度の導入趣旨

(1) 趣旨
「京都市では，京都の優れた景観を守り，育て，50 年後，100 年後の未来へと引き継いでい
くため，建築物の高さとデザイン，屋外広告物等を全市的に見直した「新景観政策」を平成
19 年 9 月に実施しました。

令和 3 年 4 月には，「新景観政策の更なる進化」の一環として，高さ規制の特例許可の
対象に「まちづくりに貢献する建築物」を追加しました。」
「地域の特性や地域の将来像を十分に考慮したうえで，建築活動を良好なものへと誘導し，
優れた都市景観の形成と都市の活力との調和を図るため，個々の建築物について，一定の範
囲で高度地区の高さの最高限度を超えることを認める制度です。」

(2) 新景観政策の特徴
京都らしい景観の創生を目指す6つの条例制定・改正、都市計画の変更
高さ規制, デザイン規制, 眺望景観・借景保全, 屋外広告物規制,歴史的町並保全再生,地区計画等

(3) 新景観政策における高度地区
都市における高さ規制と価値創造の関係を「景観」が担う

（２）運用
(1) 特例許可制度:「高度地区」の見直しとセット

(2) 高度地区計画書の規定
１ 次の各号のいずれかに該当する建築物，市長が，当該建築物が存する地域の良好な景観の形成及び周
囲の市街地の環境に支障がないと認めて許可したもの，建築物の高さの最高限度を超えることができる。
(1)優れた形態及び意匠，土地利用，建築物の位置，規模及び各部分の高さ等について総合的に配慮，

当該地域又は都市全体の景観の向上に資するもの
⇒片岡安設計の洋館移築計画、祇園甲部歌舞練場敷地整備計画（弥栄会館計画）

(2) 学校，病院その他の公共，公益上必要な施設，当該地域の景観に配慮，機能の確保上必要なもの
⇒京都大学吉田キャンパス病院構内整備計画、京都第一赤十字病院（３期，４期整備計画）、
同志社女子大学新楽真館（仮称）整備計画など，

(3) 京都市のまちづくりの方針・当該建築物が存する地域のまちづくりに関する方針に適合，土地利用，
建築物の位置，規模，形態，意匠，敷地内の空地等の総合的配慮，当該地域の良好な景観形成及びまちづ
くりの推進に貢献する建築物 （令和３年４月に特例許可の対象に追加）

(4) 良好な沿道景観の形成に資するもの
(5) 特例許可を受けた建築物の増築（別制度へ）
(6) 災害対策その他これに類する理由により緊急に建替えを行う必要があるもの
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(3) 総合的な検討事項
(4) 京都の景観の守るべき骨格：★6つの項目

（３）「まちづくりの推進」
(1)趣旨、目的
➀ 地域の魅力を高める優れた建築計画を誘導する手法の一つとして追加。
➁ 京都市・地域のまちづくりの方針,まちづくりの推進に貢献する建築物が対象。
➂ 地域の景観や住環境,都市機能,まちづくり活動等の多面的な視点から建築計画を評価
④ 構想段階で事業者・住民・関係者の対話等,まちづくりに貢献する建築計画へ高める

(2)評価の際の考え方
➀景観面での評価視点
➁市街地環境面での評価視点：通風、採光、圧迫、日照、騒音、交通安全
➂京都市のまちづくりの方針,地域ごとのビジョンからの評価の視点
➃まちづくりへの貢献に関する評価視点：地域意見の反映,空地,まちづくり活動への貢献

(3)まちづくりの公益性・公共性の判断、位置づけの難しさ
➀建築計画策定時の判断の担保,建物単体での貢献の限界。まちづくりの面的要素。
➁地域住民のまちづくりの理解・参画・主体性がキー

（４）検討
(1)高さ規制を超える建築を特例許可する意味

・必要性：(1)優れたデザイン，(2)学校・病院等の公共公益施設,(3)まちづくりへの適合性
⇒(1)まちの品格の向上や伝統・文化の継承という公益的価値、

(2)当該地域における公共的建築物の容積・高度の必要性に基づく公益的機能・役割、
(3)京都・地域のまちづくりへの貢献という公益性・公共性

・都市空間,高度規制内は私的利益（地域景観まちづくり条例等,地域特性,景観の地域的公共性）
高度規制を超える空間の利用,まちづくりの公益性・公共性への適合性審査
⇒高度規制以上の空間の公益性・公共性を明らかにした。
⇒総じて高度規制を超える空間の「公共性」を明確に示すもの。

(2)今後の景観政策
・さらに、土地の面的なコントロールと景観形成主体への支援が焦点

〔例〕「歴史的景観保全」：寺社の境内地や世界遺産のバッファゾーンなど面的コントロール
「地域景観づくり協議会」制度：地元市民の景観形成主体としての関わりの促進

・「景観」概念：外観に止まらず,地域の文化や歴史,住環境やアメニティ,居心地の良さなど
様々な価値を内包する意味へと深化⇒まちづくりとの関連で多様な政策との統合へ

３ 今回の京都市都市計画の見直し案について
（１）概要 省略
（２）令和３年９月「京都市都市計画マスタープラン」

・ 都市計画の見直し（10年ぶり）（京都市HPより）
・「人口減少社会が本格的に到来する中，未来を担う若者・子育て層の市外流出，自然災害の頻発

など，このまちの将来を脅かす事態が発生。さらに，未曾有のコロナ危機に加え，収支不均衡
の構造が長く続いてきたことによる本市の財政危機にも直面しています。」

・「今回の見直しでは，京都の都市特性を踏まえたこれまでのまちづくりを基に，京都ならではの
魅力と都市の活力の好循環を生み出す。その道筋を描いています。

・ウィズコロナ・ポストコロナ社会を見据えた，新たな時代に対応した「職住共存・職住近接」の
まち，近隣都市と一体となった「京都都市圏」の強化…。これらの新たな視点をもって，あら
ゆる危機に粘り強くしなやかに対応してまいります」

・基本的考え方として、「将来の都市構造～京都の都市特性を踏まえた「持続可能な都市構造」」
都市計画の理念の実現に向けて，「都市の持続」「都市の独自性」「都市の経営」といった点を
重視し，「保全・再生・創造」の都市づくりを基本としながら，市民の豊かな暮らしや活動を支
え，新たな価値を創造する持続可能な都市の構築を戦略的に目指します。

（３） 都市計画見直し案のポイント
〇 エリア分け：保全・再生・創造（平成24年マスタープランを引き継ぐ）
〇 地域別目標に沿った要件を設定、従来の用途地区,建ぺい率,容積率,高度地区規制の緩和,誘導
〔例〕京都駅南部 ⇒一定規模の敷地面積,幹線沿い,事務所・研究施設の建築,建築物に利便施設の併設

⇒近隣商業地域→商業地域、建ぺい60％→80％,容積率200％→600％、高さ20m→31ｍ､無指定

(1)目的：新たな拠点、居住環境、工業立地の創出による賑わいの創出か
(2)対象：４つの異なった目的、対象地域が広大、時間軸設定？
(3)手法

➀ 全体として、都市計画による用途・高さ・容積等の緩和
➁ 平成３１年（2019年）３月「京都市持続可能な都市構築プラン」策定

⇒都市再生特別措置法上の「立地適正化計画」制度を活用（産業の活性化や働く場の確保等）
「都市機能誘導区域」（産業空間の確保や都市環境の向上を目指すエリア）
「居住誘導区域」（生活サービスや地域コミュニティの確保等を目指すエリア）

⇒「立地適正化計画」は居住誘導,コンパクト＋ネットワーク型の都市構造への転換が主目的
計画的な時間軸としておおむね20年後の都市の姿を展望（国交省HP）

⇒「特定用途誘導地区」(都市機能誘導区域内）で誘導施設の建築物の容積率・用途を緩和
➂ 令和２年（2020年）都市再生特別措置法等の改正「居住環境向上用途誘導地区」制度導入

⇒用途建築物の容積率, 建築物の建蔽率, 建築物の高さ等の最高限度の指定（緩和）
➃ 都市計画上の用途地域等の変更
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（４）コメント
(1)マスタープラン
➀平成24年ＭＰ（共汗によるまちづくり,地域まちづくり構想,特性の徹底的活用）との関係
➁未曾有のコロナ危機，収支不均衡の構造などの危機対応の側面
➂職住共存・職住近接, 京都都市圏の強化, 都市の持続,都市の独自性,都市の経営

(2)都市計画見直し案
➀ 目的
a)人口減少社会,ウイズ・ポストコロナ社会,財政危機などへの対応,コンパクトシティ対応?
b)都市計画による用途・高さ・容積等の緩和による民間活力の誘導に期待

➁ 対象と手法
a)都市再生特措法の新たな手法を活用
⇒誘導用途建築物による容積,高さ制限の緩和,高度地区を活用し,事務所又は研究施設とそ
の機能性を高める利便施設を併設した建築物のみ,高さ権限の緩和を認める工夫,斬新

b)本来の法の趣旨を拡大させた広範・多様な活用
⇒市域のコンパクト化の法の趣旨との関係,容積率・高さの緩和,建築誘導の必要性

c) 広範・多様な都市計画の見直しによる計画的な時間軸が不明＝都市の不揃いの発展可能性
d) 用途等の見直しの都市計画について「地域住民等の理解・同意」を課題とする意見が多数

➂ 都市計画による土地利用の見直しのルールの考え方
a)土地利用制度：「基本ルール」,「補完ルール」,「まちづくりルール」の3つに分類

・基本ルール：市街化・市街化調整区域、用途地域、開発許可制度など
・補完ルール：特別用途地域,高度利用地域,居住調整区域,風致地区,生産緑地地区など
・まちづくりルール：地区計画,景観形成制度,建築協定,地域まちづくり制度など

b)今回都市計画の見直し案は、基本ルールと補完ルールを大幅に改正
ボトムアップ型のまちづくりルールによる土地利用が大幅に後退？した印象
京都市のまちづくりの在り方について

➃ 高さ規制とまちづくり
a)高度地区の特例許可制度・運用の実質⇒都市空間の一定の高さ以上「公益・公共空間」
b)都市計画の変更・特定用途誘導地区等による容積率・高さ等の緩和

⇒住宅や共同住宅,研究施設,事務所,倉庫,利便施設,にぎわい用途,産業や文化,交流機能
⇒従来のまちづくりの公益・公共性判断の枠組みから離れた内容

この点をどう評価すべきか。
c) 誘導地区を面的に設定,緩和施設は単体ごと⇒建築線,スカイラインなど景観的な統一性？
d)都市計画の時間軸,不揃いな街並みが形成される可能性
e) 土地利用の見直しルール,「まちづくりルール」の位置づけは低位か？

地域まちづくりの推進の位置づけ,住民協働のまちづくりの位置づけが課題。
以上
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京都市都市計画⾒直し案を考える
学校跡地を使って居住者を増やしては

学校跡地を保育園・介護施設・公園など住⺠のために
なんで︓学校跡地を市外資本の稼ぎの場に提供

京都市の都市計画変更対案
提案︓元番組小学校を子育て世代の定住の中核に

 京都市の都市計画変更の⽬的︓子育て世代の定住促進など

 江⼾時代からの街に、明治の初め、地域住⺠が番組小学校
を設⽴しました。

 小学校150年以上の歴史で、学区内の居住者の世代層も多
岐にわたっています。

 合併で閉校となった小学校跡地を使い、地域社会の必要と
するインフラを再構築すれば、すぐに子育て世代が住めま
す。

 増えた⺠泊や空き家を居住者の為に

小学校は地域社会の中心にある
 小学校は子供が徒歩で通学できる所に在った。
 古くからの街は、生活インフラが整っていた。
 古くからの街の住⺠は⽼若男⼥自然な割合になっている。
 学校跡地を、保育施設、学童保育、⽼人の介護施設、公園、

公営住宅など住⺠のための施設へ
⇒⼦育て、⽼後⽇本⼀へ

 学校跡地活用と⺠泊跡、空き家の住宅化で地域の居住者増
と活性化
 歴史を生かし近隣市町村と違った特徴のある町京都市

学校跡地利用で地域人口増加例
御所南小学校(1995年開校）

 9学区を統合し御所南小学校新設

 地域人口急増 ⇒ 御所南小学生急増

 生徒が増えすぎ、2018年、2学区を再分割し
御所東小学校開設
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京都市の元小学校跡地利用の現在

 小学校跡地の担当部局は、教育委員会から資産活用推進室
へ⇒小学校跡地が教育施設から⾦儲け資産へ

 最近10年で、5つの学校跡地が 東京資本のホテルに
 清⽔小学校、⽴誠小学校、粟⽥小学校、植柳小学校、

新道小学校

 ホテルは、地域住⺠生活に何の利益ももたらさず、居住
環境の破壊だけ ⇒ 住⺠が逃げるだけ
 https://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000188013.html

 https://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000188010.html
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都市計画と住宅政策

株式会社 八清
取締役会⻑ ⻄村 孝平

1. 都市計画の見直しについて

売れない外環状線エリア

プレミスト山科椥辻 ザ・テラス
交通 ：地下鉄椥辻徒歩7分
総⼾数：58⼾
環境 ：イオンタウン山科椥辻 徒歩6分

地域の体育館・公園・病院・
幼稚園・保育園 徒歩10分以内
⇒子育て向き

完成 2020年7⽉ ⇒ 2021年11⽉未だ9⼾販売中

・4ＬDK 3,498万(1F) ： 300万円値下げした価格

⇒ 2022年3⽉ 完販
⇒ 2023年1⽉ 2⼾ 販売中
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2. 住宅政策に必要な要素：
ファイナンスと税制

a. 京町家における再建築不可物件で住宅ローンが利用できる

金融機関への働きかけ

↓

新たな金融商品の開発

京町家ローン

京町家の流通促進
↓

↓

2008年5月 滋賀銀行京都支店
「京町家スーパー住宅ローン」開始

2011年6月 京都信用金庫
「残そう京町家ローン」開始

2012年11月 京都信用金庫
「活かそう京町家ローン」開始

2015年 4月 関⻄みらい銀行
「京町家ローン」開始

2015年11月 京都銀行
「京町家ローン」開始

2015年12月 京都中央信用金庫
「京町家レジデンスローン」開始

＊ 再建築不可の路地敷地にも融資可能
＊ 京町家カルテの取得
＊ 金利-1.8%（変動）
＊ 最⻑35年ローン

＊融資対象／法人、個人
＊資金使途／①現在所有されている「京町家」を賃貸するための

改修資金
②「京町家」を購入して改修し賃貸するための資金
③「京町家」を購入して改修し事業展開するための資金
④「京町家」を借りて改修し事業展開するための資金

（京町家の景観を損なう改修にはご利用いただけません。）

京都信用金庫「残そう京町家ローン」
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＝諸条件＝
・年齢／満25歳以上満65歳未満の方
・融資金額／100万円以上1億円以内（10万円単位）
・融資期間／35年以内
・融資利率／変動金利を選択した場合
・・・金融情勢等を勘案して当該金融機関が独自に

決定する
「住宅ローン標準金利」より1.8%低い金利となる。

・融資利率／固定金利を選択した場合
・・・特約期間に応じた「固定標準金利」より1.8%

低い金利となる。
・団体信用生命保険加入
・保証人及び担保
・「京町家カルテ」取得可能な京町家に限る

京町家専用住宅ローン「のこそう京町家」（京都信用金庫）

＝諸条件＝
・年齢／満20歳以上の方
・融資金額／

100万円以上5,000万円以内（1万円単位）
・融資期間／

1年以上25年以内（融資期間は1年単位）
・融資利率／

変動金利 年1.3% ・ 固定金利 年1.5%
（団体信用生命保険ご加入の場合は
上記金利に年0.3%加えた金利となります。）

・団体信用生命保険加入（任意）
・保証人及び担保
・「京町家カルテ」取得可能な京町家に限る

賃貸用「京町家」の改修資金「活かそう京町家」
（京都信用金庫）

b. 検査済取得率の向上

※ 住宅の品質確保の促進に関する法律(品確法) 施工 平成12年4月1日

資料提供: 京都市安全推進課 c. 優良住宅の創設 ⇒ 違反減少

優良住宅の認定：
租税特別措置法の一部が昭和48年に改正され、短期等の土地譲渡に対
して重課する制度が創設されましたが、望ましい宅地供給については
重課しない事、また、譲渡所得を軽減する措置が講じられることと
なりました。

資料提供: 京都市安全推進課
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